
第１２章 実践のために

第１章から１１章まで、計量経済学の理論と技法

を学んできた。ここでは、実際にあなたが実証分

析を行おうとする際の、課題について簡単にまと

めてみたい。

１ はじめに―あなたは何をやりたいのか

計量経済学は、経済理論、統計学、データとコ

ンピュター・ソフトを統合して行う。どれを欠い

ても行うことはできない。実際に分析に取り組む

とき、まず問題になるのは、あなたは何をやりた

いのかを明確にすることである。金利が設備投資

に与える影響か、金利差が為替に与える効果が知

りたいのか、それとも価格の引き上げが需要に与

える影響を知りたいのか等々、自分が何を目指し

ているのかをはっきりさせる必要がある。

しかし官庁や民間のエコノミスト、あるいは企

業の調査部門で与えられたテーマは最初は漠然と

したものが多いであろう。あるいは学生や院生が

取り組もうとするテーマも、数量分析を行うには

いささか曖昧ということが多いであろう。そのた

めに数量分析の前提となる定式化が困難というこ

とはよくある例である。そのとき最初に行うべき

ことは、その分野の中級の教科書を読むことであ

る。良くできた中級の教科書は、理論のエッセン

スだけではなく、様々な事例を紹介し、そこで何

が既知であり、何が問題であるか、あるいは複数

の異なる見解がなぜ主張されるのかを紹介してく

れるだろう。それにより論点を整理し、どのよう

なモデルが考えられるのか、何を発見すればよい

か、あるいは検証・反証されるべき仮説はどのよ

うなものかを理解する手がかりを得ることができ

る。中級の教科書は、更にその分野の基本的な文

献や先端研究の文献を紹介している。それらの文

献を教科書に続いて読むことで、あなたは自分が

取り組もうとしているトピックの、理論的な基礎

と問題点をより一層明瞭にすることができるであ

ろう。あなたが（漠然とした）テーマを与えられ

たとき、あるいは（取り組もうとしている）課題

が煮詰まっていないとき、最初にやるべきことは

中級の教科書を読むことである。このステップを

飛ばすと、あなたは結果として多大な時間を無駄

にすることになるだろう。

２ データの利用可能性とその性質、定式化につ

いて

言うまでもないがデータ無しには実証分析を行

うことはできないし、そもそも社会科学としての

経済学も、存在できない。そこではどのような

データが利用可能であるのか、そのデータはどの

ようなプロセスで作成され、いかなる性質を持つ

のかということが問われる。
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１）データの利用可能性

テーマが仮に決まったとしよう。失業とリスト

ラに関心を持つあなたは、労働市場の調整速度は

どの程度なのかをとりあげるとする。あるいは

マーケティングを担当するあなたは、家計の衣料

費の分析に取り組むとする。または円ドル為替

レートの予測に取り組むとする。

その分野の理論と先行研究を学んで、場合に

よっては新しい理論モデルを展開したあなたが、

次に取り組まなければならないことは、テーマと

理論モデルに対応するデータの収集である。仮に

テーマが定まって理論モデルがあるということは、

いくつかの定式化を考え、暗黙のうちに被説明変

数と説明変数の候補を選択したということでもあ

る。たとえば労働需要関数を時系列データで推定

するとする１）。労働需要を表す変数が被説明変数

の候補であり、実質賃金と前期の雇用量が説明変

数の候補というようなケースである。

そのようなデータをどうやって見つければ良い

であろうか。第一の、そして最も時間節約的な方

法は、先行研究を読むことである。その上で、そ

こで採用されているデータの原典に当たることで

ある。

データの収集、利用に当たり注意を要すること

は以下の点である２）。

�１ 多くのデータは行政目的や企業経営目的の

ために集められたものであり、特定の経済分析の

ために集められているわけではない。従って一つ

のデータ集（統計調査）で、分析のためのデータ

収集が完結することは希である。複数の調査主体

で収集されたデータを使うことが多い。そのため

にデータ間で整合性がとれているかどうかを慎重

に検討する必要がある。

�２ 経済理論の概念と実際に利用可能なデータ

の概念とは、必ずしも一致しないことがある。第

５章の操作変数法で、恒常所得と現実に観察され

る所得の差を説明したが、それは経済理論と現実

のデータのギャップの典型例である。その時我々

は何らかの形で、データの加工変換を行う必要に

迫られることがある。その場合は、論文に明確に

加工の理由と方法を報告しなければならない。

�３ 理論的に要求される変数が、直接データと

しては存在しないことがある。しかし、直接デー

タが無いからといって分析をやめることはできな

いケースがある。右に行くか左に行くか意思決定

をしなければならない実務の世界では、特にそう

であろう。そのときは、理論と比較的マッチする

であろう変数を代理変数（proxy variable）とし

て利用することである。たとえば個人の能力は賃

金に影響することが予想されるが、個人の能力を

直接観測することは困難であろう。その場合に教

育歴を能力の代理として取り上げるようなケース

である。この場合もなぜ代理変数を用いるのか、

それが適当である根拠を報告する必要がある。

データの利用に当たって常に注意を要すること

は、繰り返しであるが、その概念・定義である。

たとえばあるデータで所得が報告されているとき、

それは誰の所得（世帯主なのか家計全体のなのか）、

その範囲はどこまでなのか（税込みなのか、可処

分所得なのか、それとも勤労所得に限定されるの

か財産所得まで含むものなのか、ボーナスを含む

ものなのか）、いつのものなのか（年間ベースな

１）クロスセクションデータで推定する場合、説明変数の候補として賃金はもちろん考えられるが前期の雇用量は観測されないこ
とが多い。重要なポイントは理論モデルはデータに依存しないが、分析できる現象は時系列データ、クロスセクションデータ
とパネルデータによって違うことである。

２）論文で使用が認められるのは公開されたデータである。公開されたデータという意味は無償または有償で手に入れることがで
きるもの。または一定の手続きを踏めば第三者が利用可能であることを指す。すなわち第三者により結果が復元可能なもの
（replicable）であることが必要である。いわゆる行政や企業の内部データで第三者がアクセス可能でないものを用いても、論
文としては認められない。
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のか、ある特定の月のものなのか）を常に明らか

にしなければならない。

特に時系列データを利用するときは、それが季

節調整済みデータなのか原データなのかは明示す

る必要がある。実務上課題となるのは、季節調整

済みデータを用いて予測を行おうとするさい、そ

れを原データベースに復元することである。たと

えば１２月のボーナス・セールに臨む販売担当者に

とって必要な情報は、季節調整済みの値に基づく

予測値ではない。そこで必要なのは原データベー

スの予測値である。季節調整済みの値から原デー

タを復元することは、かなり困難である。このよ

うなケースでは、原データを用い予測することが

望ましい。

２）データの性質

計量経済学は、データの性質について強い制約

をおいている。それには、モデルに使われるデー

タの並べ方と、個々の被説明変数、説明変数にか

かるデータの性質の問題とがある。変数は、その

制約に応じて推計する必要がある。

データの並べ方には、時系列データとクロスセ

クション・データがあること、さらに両者を結合

したパネル・データがあることを学んだ。この

データの並べ方の判断に迷うことは読者はもはや

ないであろう。パネル・データであれば、プルー

したOLS（plain OLS）によるか、フッイクド・

イフェクト（固定効果）・モデルかあるいはラン

ダム・イフェクト（変量効果）・モデルによるか

を検定しなければならない。

被説明変数となるべきデータには連続変数の他

に、プロビット・モデルのように１または０のダ

ミー変数となるもの、あるいはトービット・モデ

ルのように分布に制約のあるものがあることを第

１１章で示した。第１１章を学んだ読者にとって、プ

ロビット・モデルやトービット・モデルに該当す

るモデルをOLSで推計するようなことはないであ

ろう。

個別の変数に関しては、時系列データには定常

なデータと非定常なデータがあることを第８章で

示した。実際上データの性質を判断するとき、問

題となるのは多くの場合、時系列データであろう。

いつもの回帰モデル

yt＝a＋bxt＋et １２．１）

においてOLSがBLUEとなるのは、以下の要件

（A．４を除く）３）を満たす時であった（第１章参照）。

A．１ 誤差項の期待値は０である。

E（et）＝０ for all t

A．２ 誤差項の分散は一定である。

V（et）＝E（e２t）＝σ２ for all t

A．３ 誤差項間に系列相関はない。

Cov（et，es）＝E（etes）＝０ for all t≠s

A．４ 誤差項は正規分布に従う。

A．５ 説明変数はある一定の値を取る非確率変

数である。

A．５の代わりにxtは確率変数であるが、説明変

数と誤差項は相関しないという仮定をおくことも

ある。

Cov（xt，et）＝ρxe＝０

この場合、OLSは不偏性を持たないが、一致性は

もつ４）。

さらに時系列分析では説明変数が確率変数と仮

定し、その変数と被説明変数が（弱）定常である

ということは以下の条件を充たす場合であった

（第８章参照）。

B．１ 期待値は時間を通じて一定である。

E（xt）＝μx for all t

B．２ 分散は時間を通じて一定である。

３）ｔ統計量とＦ統計量は帰無仮説の下でそれぞれｔ分布とＦ分布に従うことを証明するためにA．４をおく必要がある。
４）xtとetが独立であれば、OLSは不偏性を持つ。
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V（xt）＝σx
２ for all t

B．３ 自己共分散は時点の差kのみに依存し、

時点tには依存しない。

Cov（xt，xt－k）＝γx（k）

k＝…，－１，０，１，２，…

B．１～B．３の条件を充たさない変数（被説明変

数、説明変数）がモデルの中に１個でもあれば、

それは見せかけの回帰である可能性があり、意味

のない分析かもしれない。そのために時系列デー

タを用いた分析では、まず単位根検定が行われ

た５）。

全ての変数に関して単位根が存在するという帰

無仮説が棄却されて（あるいはデータが定常にな

るように変換されて）、回帰分析が行われた。

また単位根が存在すると判断された場合は、元

のデータについて共和分関係が存在するか否かの

検定が行われた６）。１２．１）式にあるytとxtが両方

ともI（１）変数であれば、１２．１）式を共和分関係と

して解釈するためにetはI（０）変数である必要があ

る。共和分関係が存在すれば、それをモデルに取

り入れる必要がある。そのためにたとえばEngle

－Grangerのテストでは、１２．１）式をOLSで推計

し、OLSの残差

＾ ＾et＝yt－â－bxt １２．２）

に関し、B．１～B．３の条件を満たすか否かの検定

が行われた。

単位根検定と共和分関係の検定を経て推計が行

われ、A．１～A．５の仮定が満たされているかどう

かの検定が行われた。A．１～A．５の仮定のいずれ

かを満たさない場合、誤差項の修正や、操作変数

法あるいはAR１モデルなどが採用された。

言い換えればデータの性質に関して７）

�１ 単位根が存在するかどうか

�２ 共和分関係が存在するかどうか

�３ 誤差項はBLUEの前提条件を満たしている

かどうか

を我々は検定する必要がある。その検定結果に応

じて、計量方法を修正・採択する必要がある。

３） 定式化の選択と構造変化

（定式化の選択）

実証分析に当たり、あらかじめ唯一絶対という

定式化が存在することは、極めて希である。R２＞

D.Wは定式化の誤りやデータの定常性に問題があ

るシグナルの一つであった。この時は定式化の再

検討が必要である。あるいはデータの定常性につ

いて検定を行う必要がある。

たとえば経済白書平成１１年版（p. １０６）は、以

下のような長期金利の推計式を掲げている。

LTRt＝ ２．１０８
（１６．６６８）

＋０．８８４＊
（２０．７０８）

CALLt －０．７５９＊
（－２．２６０）

FTQt＋０．０１０＊
（１．９４７）

JGBt＋０．０８２＊
（５．７４５）

IIPt＋残差t

１２．３）

LTR：国債１０年物店頭基準気配（月中平均）

CALL：無担保コール翌日物（月中平均）FTQ：

CD３ヶ月物（最終週約定平均）―TB応募者利回

り JGB：利付き国債のシ団引受け額（１２ヶ月移

動平均）IIP：鉱工業生産指数（前年比、ラグ２

期）

（ ）内はt値

５）いうまでもないが定常性は時系列データとパネルデータの問題である。標本数の少ない時、単位根検定の検出力は低いので、
データが定常の場合でも定常ではないという検定結果がでる可能性が高い。ただし「標本数が少ない」とは具体的にどのぐら
いかということに関しては、計量経済学者の間でもコンセンサスがまだ得られていない。

６）第８、９章で繰り返し説明したように、利用可能な分布表では共和分検定のための統計量は変数が６個までである。理論的に
モデルによっては変数が７個以上というケースも当然ある。分布表の制限によってそれは暗黙のうちに、全ての変数が定常で
ある、あるいは変換されたデータは定常であるが元の変数間には共和分関係は存在しないことを仮定していると考えることが
できる。

７）もちろんクロスセクションデータであれば�１と�２は無視される。
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AdjR２＝０．８９２ D.W.＝０．４３７

推計期間は９２年４月から９９年３月（標本数＝８４）

月次データを利用する場合、季節変動と同様に

月次変動が存在する可能性があるが、通常金融市

場において裁定が働くことによって月次変動が長

期的に続かないと考えられる。これはあくまでも

仮定の話なので検定する価値がある。

この推計結果に基づいて要因分解を行い、質へ

の逃避、国債発行、鉱工業生産が金利を上昇させ、

コールレートが低下要因であるとしている。

上の長期金利の推計結果は、典型的な系列相関

の例（D.W.＝０．４３７）であり、また過小定式化や

データの定常性に問題があるケースである８）。し

たがってそれに基づく要因分解もミスリーディン

グになる可能性がある。

１０人の経済学者が集まれば１１の学説が存在する

というのはblack jokeだとしても、複数の学説が

激しく対立していることはよくある例である。そ

の場合R２やAdjR２だけで判断を下すことは容易で

ないことがある９）。

実際上問題になるのは、経済理論は現実を抽象

化した（様々な要素を捨象している）ものであり、

それを実証分析の俎上にのせる段階で、異なる

データが説明変数として用いられるケースである。

第３章でみた入れ子型、非入れ子型、あるいは

Encompassing検定（包含検定）の問題である。

特に過小定式化の問題が存在するときは、得られ

た推定結果は一致性も有しなかったので、定式化

を誤ることは、時には致命的である。入れ子型で

あれば、t検定やF検定で定式化の選択が行われ

た。

次のような非入れ子型であれば、

yt＝a０＋b０xt＋c０zt＋et １２．４）

yt＝a１＋b１xt＋d１wt＋ut １２．５）

ＪテストやEncompassingテストが行われた。

はなはだ面倒なようであるが、定式化の選択は、

得られた推定結果が頑健であるかどうかをチェッ

クする上で重要である。多少の定式化の変更に

よって結果が大きく替わるのであれば、政策的な

判断を誤るからである１０）。

（構造変化）

十年一昔とはよく言われることである。８０年代

に当てはまったモデル（定式化）が、９０年代にも

該当するとは限らない。８０年代の経済構造（経済

モデル）が９０年代も続くと判断したとき、何が起

きたかということを我々はいやというほど経験し

た。高度成長期はGDPの期待値は時間と共に増

加していた可能性がある（GDPの期待値が時間

と共に上昇することが成長期の定義だともいえ

る）。安定成長期、ゼロ成長期はその期待値が時

間を通じて変わらない時期だとも言える１１）。

このようにモデルの定式化も、その基礎にある

データの性質も時間と共に変わることがある。

我々は推計に当たっては、この構造変化の問題を

検定する必要がある。

３ 実 例

１） 労働調整速度

ここでは、経済白書平成１１年版に掲載されたわ

が国の雇用調整速度を推計した雇用調整関数を取

り上げたい。以下のような推計結果が示されてい

る（経済白書平成１１年版、p.２７４）。

８）第９章でIIPはI（１）変数であったことを思い出してほしい。
９）R２が意味を持つのはOLSのみであったことも思い出してほしい。OLSの目的関数は基本的にR２を最大化することと同様である。

いくつかのモデルを比較するためにR２を利用する際、OLSの場合でも被説明変数が同一である必要がある。
１０）たとえば多重共線関係が存在するとき、複数の推計結果を報告するのは判断を過たないための予防策ともいえる。
１１）かつて右肩上がりの成長ということがマクロ経済や資産市場についていわれたが、これを計量経済学の観点からいえば、デー

タの定常性を疑えということである。OLS等の古典的計量分析を行う前に、単位根検定等のプロセスが必要な典型例である。

９２郵政研究所月報 ２０００．３



Lt＝７４４．７４１
（７．７４６４）

＋０．６３４２Lt－１
（１３．０９７５）

＋２．５８８E－０３
（７．７０４０）

GDPt＋ u^ t

１２．６）

AdjR２＝０．９９８３ 推計期間１９７４～９８年度

Lt＝４８６．０７２
（１．６０３７）

＋０．７４０４Lt－１
（５．５３０１）

＋２．０６１E－０３
（２．５８３３）

GDPt＋ u^ 1t

１２．７）

AdjR２＝０．９９３０ 推計期間１９７４～８４年度

Lt＝７３７．４１６
（６．６５７７）

＋０．５６８９Lt－１
（８．６３８７）

＋３．３３３１E－０３
（５．９２１７）

GDPt＋u2t

１２．８）

AdjR２=０．９９５２ 推計期間１９８５～９８年度

L…雇用者数 GDP…実質GDP

カッコ内はｔ値

白書には上記掲載以上の推計プロセスやデータの

性質、各種統計量や検定結果は報告されていない。

またデータの期間（年次、または四半期）につ

いては説明が加えられていない。推計期間が１９７４

～９８年度とあることからすれば年次データ（年度）

なのであろう１２）。そうであればサンプル数は、全

期間（１２．６）式）で２５、自由度は２２である。前半

（１２．７）式）についてはサンプル数１１、自由度は

８である。後半（１２．８）式）はサンプル数１４、自

由度は１１である。前半、後半に分けた推計は自由

度が極めて少なくなっている。この場合安定した

推計結果は得にくいであろうことが予想される。

一般的にいって自由度は３０以上あることが望まし

いとよく言われている。

データの定常性に関する単位根検定の結果が報

告されていないところからすれば、経済白書では

データは全て定常であると暗黙のうちに仮定して

いると判断される。

また誤差項（残差）に関する統計検定量が報告

されていないことからすれば、A．１～A．５の仮定

を満たしていると判断された（又は仮定された）

のであろう。

経済白書本文によれば、Chowテ ス トや

CUSUMテストの結果は報告されていないが、雇

用調整速度は速くなったと明示してある（p. ３３）。

これからすれば、経済白書では、雇用調整に関し

て構造変化が起きたと判断している。期間を７４～

８４年度、８５～９８年度と区分しているので、８５年度

に構造変化が起きたと判断しているとみられる。

この構造変化が起きたということが、白書の分析

のポイントである。

そこでまず、経済白書と同様に、データは定常

であるという仮定の下に、OLSで次のような推計

を試みた。

equation eq１．ls L C L（－１）GDP

eq１．auto（２，p）

eq１．white（c，p）

eq１．auto（２，p）は推計式eq１に関してBreusch―

Godfrey LMテストをラグの次数２（２がそのオ

プション）で行い、印刷する（ｐがそのオプショ

ン）というコマンドである。

eq１. white（c，p）は推計式eq１に関しWhiteテ

ストを、交差項を含め（ｃがそのオプション）て

行い、印刷するというコマンドである。いずれも

View／Residual Tests／Serial Correlation LM

Test．．．

View／Residual Tests／White Heteroscedas-

ticity（cross terms）

と同じ機能を持つものである。

結果は次のようであった１３）。

Lt＝７５０．８６１
（７．７７）

＋０．６３１２Lt－１
（１２．９８）

＋２．６０７E
（７．７３）

－０３GDPt＋ u^ t

１２．９）

AdjR２＝０．９９８３ Breusch―Godfrey LMテスト

＝１０．０４７（p値＝０．００６６、ラグの次数は２）White

テスト＝５．５０９（p値＝０．３５７）RESETテスト＝０．０３

（p値＝０．９７６）

１２）確認したところ年度データとのことであった。
１３）１２．９）式の推定結果は経済白書の１２．６）式の推定結果と多少異なることに注意して下さい。
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N＝２５ 推計期間１９７４～９８年度

Breusch―Godfrey LMテストの結果から系列相

関があることが分かる。したがって仮定のA．３は

満たされていない。Whiteテストからは分散は均

一であるという帰無仮説は棄却されない１４）。

次に白書がポイントとする、構造変化があった

のかどうかを検定してみよう。

eq１．rls（q，p）

eq１．rls（v，p）

eq１．chow（p）８５

こ こ でrlsはView／Stability Tests／Recursive

Estimates（OLS only）．．．に相当するコマンドで

ある。

eq１．rls（q，p）は、推計式eq１に関しCUSUM

テスト（ｑがそのオプション）を実施し、結果を

印刷する（ｐがそのオプション）コマンドである。

eq１．rls（v，p）は、推計式eq１に関しCUSUMSQ

テスト（ｖがそのオプション）を実施し、結果を

印刷するコマンドである。

chowはView／Stability Tests／Chow Break

Point Test．．．あるいはChow Forecast Test．．

に相当するコマンドである（既定値はBreak Point

Testである。Forecast Testを行うのであれば、

カッコ内にオプションfを加えればよい）。

eq１．chow（p）８５は、推計式eq１に関し、８５年度

で構造変化がみられるかどうかのchowテストを

行い、結果を印刷するコマンドである。

CUSUMテストとCUSUMSQテストの結果は図

１２．１、１２．２に示すとおりである。いずれも、推

計全期間を通じて構造変化はないことが分かる１５）。

１４）しかしBreusch―Godfrey LMテストとWhiteテストは漸近理論によるとχ自乗分布に従うが、標本数が２５の場合χ自乗分布の臨
界値を利用すると、テストの第１種と第２種の誤りの確率はどのようなものなのかを真剣に考える必要がある。

１５）１２．９）式の説明変数にはラグ付き被説明変数があるので、CUSUMテストの図とCUSUMSQテストの図にある臨界線はあくま
でも目安として見た方が良い。

図１２．１ CUSUMテスト
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Chow Break Point テスト（８５年度）のF値は

１．６３４（p値０．２１５）である。したがってChowテ

ストによっても８５年度で構造変化はないといえ

る１６）。

経済白書ではLt－１の推定係数が１２．７）式の

０．７４０４から１２．８）式の０．５６８９まで低下したので、

構造変化があると判断されたようである。しかし

経済白書のフレームに従って分析する限り、７４～

９８年度において雇用調整速度に構造変化があると

いえない。これは構造変化があったという白書の

報告とは全く逆の結果である。ここでの白書の問

題は、系列相関の問題をおいたとしても、経済白

書で構造変化を主張する前提であるChowテスト

やCUSUMテストを行わなかったことにある１７）。

そもそもOLSを適用できるかどうかをみるため

に、単位根の検定を行ってみよう。ADFテスト、

図１２．２CUSUM SQテスト

１６）標本数が極めて少ないのでCUSUMテスト、CUSUMSQテストとChow Break Pointテストの検出力はかなり低いと考えられる。
１７）労働白書平成１１年版（p. ２８４）でも、労働調整速度に関し以下のような推計が行われ、調整速度が早まったと報告されている。

LogLt＝０．２９１
（１．６４５）

＋０．１１０
（３．２５４）

LogGDPt －０．０２６
（－１．７１５）

Log（W／R）t＋ ０．８０９
（１２．９０１）

LogLt－１＋e^ 1t D.W=２．２２６推計期間
１９７５年Ⅰ期～８６年Ⅳ期

LogLt＝０．１２１
（０．４００）

＋０．１１３
（４．４４７）

LogGDPt＋０．０７０
（１．１０４）

Log（W／R）t＋ ０．７８２
（１１．９５６）

LogLt－１+e^ 2t D.W=２．６６５推計期間
１９８６年Ⅳ期～９３年Ⅳ期

LogLt= １．６４３
（２．２６０）

＋０．１１６
（３．０７５）

LogGDPt＋０．０３８
（０．７４０）

Log（W／R）t＋０．６１４
（５．２８２）

LogLt－１＋e^ 3t D.W=２．２８７推計期間
１９９３年Ⅳ期～９８年Ⅳ期

Ｗ…現金給与総額指数 Ｒ…国内卸売物価指数総平均 カッコ内はｔ値
物価を除き季節調整値
白書ではD.W統計量が報告されている。しかし説明変数にラグ付き被説明変数を含む場合には、D.W統計量は系列相関がな
いという帰無仮説を採択するバイアスを持つ。この場合、Durbin’s hかBreusch―GodfreyのLM検定によるべきことは第５章で
説明したとおりである。そもそもChowテストやCUSUMテストなどの検定を行っていない等の、経済白書と同様の問題を抱え
ている。また構造変化をみるとしながら、推計期間が重複（８６年第Ⅳ期、９３年第Ⅳ期）しているという問題もある。なお労働
白書と経済白書の推定したモデルを比較すると前者ではLtとGDPtの対数を取ってあることが分かる。
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PPテストの結果は次の通りであった。

表１２．１によるとGDPはI（２）変数であるような

結果である。LについてはADFテストの結果（△２

Lの結果を参照）は分かれるが、PPテストからす

ればI（２）変数のように判断される。この単位根

検定の結果から、レベルで行った先の回帰は見せ

かけの回帰と判断される。言い換えれば、表

１２．１の検定結果が正しいとすれば、年度データ

を用いたレベルでの労働需要の調整関数は、デー

タの定常性を満たしていないので、推計そのもの

を行うことができない。ただし標本数が極めて少

ないのでADF検定とPP検定の検出力もかなり低

いはずである。この場合経済白書のように暗黙に

仮定するよりは、最初から全ての変数が定常であ

ると明確に仮定するのが妥当な考え方の一つであ

る。

もしGDPもLもI（２）変数であれば共和分検定

を行う必要があることになる。第８章で説明した

Engle―Grangerの共和分検定方法はI（１）変数に

関するものであったので、それによることはでき

ない。Johansen―Juseliusのアプローチを取るこ

とが考えられる（LとGDPの２変数であるから、

共和分は存在しても１個である）。しかしI（２）変

数間の共和分検定や共和分ベクトルの推計は、本

書の程度をはるかに超える１８）。

２）為替レートと合理的期待形成

為替レートに関して合理的期待形成（rational

expectations）が成立しているか否かの例を通じ

て、定式化や検定の方法を、実際にみてみよう。

１９８７年１月８日から１９９１年９月３０日の間に収集

した実際の為替レートと市場参加者による為替

レート予測の週次データを利用し１９）、観測された

市場参加者２０）による為替レート予測を為替レート

の合理的期待としてみて良いかどうかを分析する。

具体的にはCURは円・米ドル為替レート、

EXP１は現時点での１期先（１週間先）の円・

米ドル為替レート予測値、EXP４は現時点で４

期先（４週間先）の円・米ドル為替レート予測値

とする。１期の予測誤差と４期の予測誤差は、そ

れぞれ

DIFF１t＝CURt－EXP１t－１ １２．１０）

表１２．１ GDPとLの単位根検定

ADF PP

変 数 名 定 数 項 定数項とトレンド 定 数 項 定数項とトレンド

GDP －０．７２９ －１．３１０ －０．６５９ －１．５９４

△GDP －２．０８８ －１．９８２ －２．２５５ －２．１２１

△２GDP －３．２７０＊＊ －３．３０８＊ －４．６６８＊＊＊ －４．７０３＊＊＊

L －０．３７６ －２．８９５ －０．０５６ －２．０３３

△L －１．５８８ －１．４８０ －２．３７９ －２．３０７

△２L －２．８１１＊ －３．０３９ －５．５２８＊＊＊ －５．４５１＊＊＊

ラグの次数は２。

＊＊＊は１％水準で、＊＊は５％水準で、＊は１０％水準で単位根が存在するという帰無仮説は棄
却されることを示す（臨界値はMacKinnon［１９９１］による）。

１８）経済変数でI（２）変数は希であることを、第８章で指摘した。実際にもI（２）変数に関する分析は乏しい。GDP、LがI（２）変数
とされたのはサンプル数が少ないことに起因していると考えられる。四半期データによるか、もしくはGDPに替わる月次デー
タ（労働力データは月次データである）によって定式化を行わない限り、この問題は解決しないであろう。

１９）祝日等のために予測データが収集できない場合は、前週のデータを用いている。祝日のため国内為替市場が閉鎖されるとその
日の為替レートがないので別の市場（ニューヨーク又はロンドン）の円ドル為替レートを用いている。

２０）この場合オーストラリアの為替市場に参加者を対象にした調査による予測である。
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DIFF４t＝CURt－EXP４t－４ １２．１１）

として表記する。

Itをｔ時点での市場参加者の持っている情報の

情報空間とすると、合理的期待形成仮説によると、

E（CURt｜It－１）＝EXP１t－１ １２．１２）

E（CURt｜It－４）＝EXP４t－４ １２．１３）

である。１２．１２）式と１２．１３）式が成立しているか

どうかをみるために、

CURt＝a＋bEXP１t－１＋ut １２．１４）

CURt＝c＋dEXP４t－４＋vt １２．１５）

を推計する。合理的期待形成仮説が成立している

ならば

�a １２．１４）式においてa＝０、b＝１

�b １２．１４）式のutは互いに相関しない

�ｃ １２．１５）式においてc＝０、d＝１

�ｄ １２．１５）式のvtはMA（３）過程に従う

ことが期待される。

まず１２．１４）式と１２．１５）式を推定する前に各変

数の定常性を確認するために、単位根の検定を行

うことにする。結果は表１２．２に示すとおりであ

る２１）。

CURは単位根を持つが、EXP１とEXP４の結

果はADFテストとPPテストの統計量に依存する。

CURはI（１）変数と判断されるが、EXP１（又は

EXP４）をI（０）変数とすれば１２．１４）式（又は１２．１５

式）はアンバランスになる。その場合、合理的期

待形成仮説が成り立たないと判断される。なぜな

らば�bと�ｄによるとutとvtは定常な変数（それぞ

れホワイトノイズとMA（３））になるからである。

CURがI（１）変数でEXP１とEXP４がI（０）変数で

あればutとvtはI（１）変数となる。そこでCUR、

EXP１とEXP４はI（１）変数とみなすことにする。

そうすると１２．１４）式と１２．１５）式は共和分関係を

表していることになる。また上記の�bと�ｄは、

１２．１４）式と１２．１５）式の誤差項が定常であること

を意味している。

１２．１４）式をOLSで推定し、その残差について

単位根の検定を行ってみよう。

equation eq０．ls CUR C EXP１（－１）

eq０．makeresid res０

uroot（c，ｐ，４）res０

eq０．makeresid res０は、推計式eq０の残差を

作り（makeresid）、それをres０と名付けるコマ

ンドである。uroot（c，ｐ，４）res０は、変数res０

２１）この場合標本数はかなりある（２５０弱）が、データの期間（４年９ヶ月間弱）が十分かどうかということは問題として残る。
計量経済学者の間にその点に関して様々な意見がある。なお為替レートに関する他の研究では、為替レートがI（１）変数である
ことがよく報告されている。

表１２．２ CUR、EXP１、EXP４の単位根検定

ADF PP

定 数 項 定数項とトレンド 定 数 項 定数項とトレンド

CUR －２．４３２ －２．４５１ －２．５３６ －２．５３６

△CUR －６．２６３＊＊＊ －６．２７０＊＊＊ －１５．８０２＊＊＊ －１５．７８３＊＊＊

EXP１ －２．４４８ －２．４６５ －２．６２３＊ －２．６２２＊

△EXP１ －６．５５８＊＊＊ －６．５６１＊＊＊ －１６．４３１＊＊＊ －１６．３９９＊＊＊

EXP４ －２．４４８ －２．５９９ －２．６２７＊ －２．６３９＊

△EXP４ －６．７３０＊＊＊ －６．７２９＊＊＊ －１６．８５１＊＊＊ －１６．８２０＊＊＊

DIFF１ －６．７７３＊＊＊ －６．８１４＊＊＊ －１６．１７７＊＊＊ －１６．１５８＊＊＊

DIFF４ －５．３４１＊＊＊ －５．３２９＊＊＊ －６．４６６＊＊＊ －６．４５２＊＊＊

ラグの次数は４。

＊＊＊は１％水準で、＊＊は５％水準で、＊は１０％水準で単位根が存在するという帰無仮説は棄
却されることを示す（臨界値はMacKinnon［１９９１］による）。
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に関して定数項、ラグ４のADF単位根検定を行

い、結果を印刷するコマンドである。

OLSの結果は以下のようである。

CURt＝５．６２９
（２．８３）

＋０．９５９
（６６．７７）

EXP１t－１＋Ut

１２．１６）

念のために推定値のｔ値を（ ）中に提示して

あるが、CURとEXP１は単位根を持つので、こ

の式の推定結果を使ってａ又はｂに関するｔ検定

（又はF検定）により仮説検定を行うことはでき

ない。単位根問題を無視し、１２．１６）式の推定結

果を使うとａ＝０という帰無仮説とb＝１という

帰無仮説が一応棄却される（t値がそれぞれ２．８３

と２．８４である）。

次に１２．１４）式のutが定常であるかどうかを検

定するために、Engle―Granger検定を実施（ラグ

＝４）する。その結果統計値は－６．４５３となるの

で、単位根があるという帰無仮説は１％水準で棄

却される。

合理的期待形成仮説が正しければ、�a と�bが共

に成立するので、DIFF１はI（０）変数になる。表

１２．２から分かるようにDIFF１に単位根があると

いう帰無仮説は明らかに棄却される。

この場合ある変数（情報）XtがItに含まれてい

れば、１２．１２）式の成立を確認するために

DIFF１t＝e＋fXt－１＋wt １２．１７）

において、下記の二つのことを検定すれば良い

（時点tで利用可能な全ての情報が用いられて合

理的に期待が形成されていれば、その予測は最適

予測であるので、それ以前の情報は予想誤差に説

明力を持たないはずである）。

�ｅ １２．１７）式においてｅ＝０、f＝０。

�ｆ １２．１７）式のutは互いに相関しない。

DIFF１はI（０）変数なので、次数をバランスさ

せるために適切なXもI（０）変数に限定される。

いくつかのXを利用し、１２．１７）式を推定する。

次の推定結果が得られた。

DIFF１t＝－０．０１５
（－０．１２）

＋Wt １２．１８）

AdjR２＝０．０００、Breusch―Godfrey LM検定（ラ

グ＝１）＝０．１２５（ｐ値＝０．７２３）

DIFF１t＝－０．０１５
（－０．１１）

＋Wt Wt＝Et－０．０２３１
（－０．３６）

Et－１

MA（１）プロセスを仮定 １２．１９）

AdjR２＝－０．００３６、Breusch―Godfrey LM検定

（ラグ＝１）＝０．３３７（ｐ値＝０．５６１）

DIFF１t＝０．００７
（０．０５）

－０．０２２５
（０．３６）

DIFF１t－１＋Wt

１２．２０）

AdjR２＝－０．００３６、Breusch―Godfrey LM検定

（ラグ＝１）＝１．０１４（ｐ値＝０．３１４）

DIFF１t＝－０．００１８
（－０．０１）

－０．０１１９
（－０．１８）

DIFF１t－１＋０．００９
（０．１４３）

DIFF１t－２＋Wt

１２．２１）

AdjR２＝－０．００８、Breusch―Godfrey LM検 定

（ラグ＝１）＝１．３８（p値＝０．２４１）

DIFF１t＝ －０．００２
（－０．０１７）

－０．０９３
（－１．６６）

△EXP１t－１＋Wt

１２．２２）

AdjR２＝０．００７２、Breusch―Godfrey LM検定

（ラグ＝１）＝１０．７８（ｐ値＝０．００１）

DIFF１t＝－０．０４７
（－０．３６）

－０．６２８
（－３．９６）

△EXP１t－１＋０．６４３
（３．６０）

DIFF１t－１＋Wt

１２．２３）

AdjR２＝－０．０５３５、Breusch―Godfrey LM検定

（ラグ＝１）＝１．２３１（ｐ値＝０．２６７）

１２．１８）式―１２．２１）式をみる限り、合理的に期

待が形成されているならば予測誤差に関しては予

測形成時点やそれ以前の情報は相関を持たない

（有意に影響しない）はずであるから、EXP１

は合理的期待形成仮説を満たすようにみえる。し

かし１２．２２）式と１２．２３）式の結果では、予測を作

成した時点で手に入るデータ（たとえば、１２．２３）

式の△EXP１t－１）は統計的に有意であり、予測

誤差を説明するために役に立つことが分かるので、

これは合理的期待形成仮説に反する結果となって

いる。
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さらに１２．１５）式をOLSで推定すると以下のよ

うである。

CURt＝２０．９９０
（４．９６）

＋０．８４７
（２７．７８）

EXP４t－４＋Yt

１２．２４）

CURとEXP４は単位根をもっているので、こ

の式の推定結果を使ってｃ又はｄに関するｔ検定

（又はＦ検定）で仮説検定を行うことはやはりで

きない。ここでも単位根問題を無視して、１２．２４）

式の推定結果を使うとｃ＝０という帰無仮説とｄ

＝１という帰無仮説が一応棄却される（t値がそ

れぞれ４．９６と５．００である）。

１２．１５）式のvtが定常であるかどうかを検定す

るために、Engle―Granger検定を実施（ラグ＝４）

する。その統計値は－５．２０５であったから、単位

根があるという帰無仮説は１％水準で棄却される。

合理的期待形成仮説が正しければ、�a と�bが成

立しているので、DIFF４はMA（３）過程となり

I（０）変数である。表１２．２に示されるように、

DIFF４に単位根があるという帰無仮説は明らか

に棄却される。

DIFF１tと同じように、XtがItに含まれていれ

ば１２．１３）式の成立を確認するためには

DIFF４t＝g＋hXt－４＋wt １２．２５）

において下記の二つのことを検定すれば良い。

�ｇ １２．２５）式においてｇ＝０、ｈ＝０。

�ｈ １２．２５）式のwtはMA（３）過程に従う。

DIFF４はI（０）変数なので、適切なＸもやはり

I（０）変数に限定されてくる。いくつかのＸを利

用し、１２．２５）式を推定し、次のような推定結果

が得られた。

DIFF４t＝－０．０３８０
（－０．７１）

＋Wt

Wt＝Et＋０．６５３
（１３．９５）

Et－１＋０．６８６
（１５．１１）

Et－２＋０．５８２３
（１１．６８）

Et－３

MA（３）を仮定２２） １２．２６）

AdjR２＝０．６１７

DIFF４t＝－０．３２８
（－０．６２）

＋Wt

Wt＝Et＋０．６４６
（１３．３４）

Et－１＋０．６７６
（１３．６３）

Et－２＋０．５７４
（１０．６８）

Et－３

－０．０２５
（－０．４７）

Et－４

MA（４）を仮定 １２．２７）

AdjR２＝０．６１６

１２．２７）式を見るとEt－４は有意になっていない

ので、１２．２６）式と１２．２７）式から判断する限り合

理的期待形成仮説が成り立っているようにみえる。

更に検証を進めよう。誤差項がMA（３）過程に

従うことを前提にして分析するので、以下に表示

されているt値はNewey―West修正によって計算

されたものである２３）。

DIFF４t＝－０．０１５９
（－０．３０）

－０．０２５
（－０．２６）

DIFF４t－４＋Wt

１２．２８）

AdjR２＝－０．００３６

DIFF４t＝ －１６８
（－０．３２）

－０．０４３
（－０．４６）

DIFF４t－４

－０．０９２
（－１．０７）

DIFF４t－５＋Wt

１２．２９）

AdjR２＝－０．００４

DIFF４t＝－０．１５１－０．０５２
（－０．２９）（－０．５１）

DIFF４t－４

２２）Eviewsでは
equation eqma３．ls DIFF４C MA（１）MA（２）MA（３）
で推計されることは、第６章で示したとおりである。

２３）Newey―Westの修正を行う場合のオプションは、たとえば
equation eqn.ls（n）DIFF４C DIFF４（－４）

である（第５章参照）。
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－０．３３２
（２．４０）

△EXP１t－４

＋ ０．４５２
（－２．８７）

△EXP４t－４＋Wt

１２．３０）

AdjR２＝０．００２７

EXP１のケースとよく類似した結果となって

いる。すなわち使用するＸによって結果が異なっ

ている。１２．３０）式では予測を作成した時点で手

に入るデータ（例えば、△EXP１t－４）が統計的

に有意であり、予測誤差を説明するために役に立

つことが分かる。これは合理的期待形成仮説に反

する。

以上の結果からすると、円ドル為替レートに関

しては、合理的な期待形成が成立しているとは必

ずしも言えないようである。

３） 教育費の分析

国民生活白書平成１０年版は、９４年の全国消費実

態調査の個票を用い中年世代の二人以上世帯につ

いて、「こづかい」、「外食」、「教育」を分析して

いる（p. ２３６）。そこでは計量方法としてOLSを

用いた旨が記載されている。OLSの使用が許され

のは、それぞれの費目について支出ゼロのサンプ

ルがない場合である。白書には記述統計量がない

ので、支出ゼロのサンプルが存在したか否かは不

明である。しかしこれらの３費目についてゼロ支

出サンプルがないとは考えられない２４）。

家計調査の９４年９―１１月の調査対象世帯で、世

帯主年齢４０歳以上５０歳以下のものについて、教育

費を取り上げてみてみよう（全国消費実態調査の

対象時期は９―１１月である）。サンプルは２，４０４世

帯である。

教育費の記述統計量は次のとおりである２５）。

平均
３０８１１

メディアン
１３０００

最大
１２４８７００

最小
０

標準偏差
７２８３６

歪度
７．１８３

尖度
７６．９８８

最小は０であるから、明らかにゼロ支出サンプ

ルがある。そこで教育費がゼロという世帯の割合

を計算してみたところ、３０．７％、７３８サンプルで

あった。これはOLSを適用できないケースであ

る２６）。

教育費と年収を都道府県別物価指数で実質化し

た（各々RKYOUIKU、RNENSHUと表記する）。

資産の影響をみるために純資産／年収を取り上げ

る（WEANEN）。大学生の数（UNI）、高校生の

数（HIGH）、小中学生の数（JYUNIOR）、未就

学児の数（YOUJI）を取り上げる。なお教育費

は円単位、年収、純資産は万円単位である。国民

生活白書はレベルで推計しているが、レベルで推

２４）９４年の全国消費実態調査でゼロ支出サンプルがないのは大費目の食料支出だけである。
２５）単位は円である。
２６）もちろん教育費を説明するモデルをOLSで推定することが可能だが、教育費はゼロという世帯が多い場合にはOLSは不偏性と

一致性を持たないことが問題である。

表１２．３ 記述統計

平 均 最 大 最 小 標 準 偏 差 歪 度 尖 度

LKYOUKU ６．９２４ １４．０３７ ０．０００ ４．７２０ －０．６９６ １．６６３

LNENSHU ６．５７２ ９．０８０ ４．９３１ ０．４７６ －０．０２８ ４．９９１

WEANEN ６．５７９ ８０．５８４ －６．３７６ ８．５９４ ３．２１７ １８．２１０

UNI ０．０９５ ２ ０ ０．３２５ ３．５６１ １５．９５９

HIGH ０．３９４ ２ ０ ０．５７９ １．１６７ ３．３５８

JYUNIOR ０．９３８ ４ ０ ０．９５５ ０．６１４ ２．４３１

YOUJI ０．１８８ ４ ０ ２．９７１ ２．９７１ １２．４８０

サンプル数 ２４０４
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計した場合分散不均一の問題が深刻となる。分散

不均一が存在するときはトービット・モデルの推

計結果は一致性を持たない。そこで分散不均一の

問題を避けるために、実質教育費と実質年収につ

いては対数を取る（各々LKYOUIKU、LNENSHU

と表記する）２７）。

これらの変数の記述統計量は表１２．３の通りであ

る。なお論文では被説明変数、説明変数について

は記述統計量が報告されるのが通例である（ただ

し歪度、尖度は省略されることがある）。

次にOLSとトービットモデルの双方を推計して

みよう。

equation eq１．ls LKYOUIKU C LNENSHU

WEANEN UNI HIGH JYUNIOR YOUJI

eq１．hist（p）

eq１．white（c，p）

equation eq２．censored LKYOUIKU C

LNENSHU WEANEN UNI HIGH JYUNIOR

YOUJI

ここでeq１．hist（p）は推計式eq１に関し、その

残差のヒストグラムとJarque―Beraの正規性の検

定を行い、印刷するコマンドである。OLSの結果

は次の通りであった。

LKYOUIKUi＝－３．３８６＋
（－３．２０）

０．８６３
（５．４２）

NENSHUi－０．００４WEANENi
（－０．４４）

＋１．５８７
（６．６６）

UNIi＋４．０２９１
（２９．４５）

HIGHi＋２．６８０JYUNIORi
（３２．３６）

＋２．１９９YOUJIi
（１４．４７）

＋ u^ i

１２．３１）

AdjR２＝０．４０３ Jarque―Beraの正規性の検定＝

１７４．８４（ｐ値＝０．０００）

Whiteのラグランジュ乗数テスト＝７０．０３（ｐ

値＝０．０００） N＝２４０４

（ ）内はｔ値

Jarque―Beraの正規性の検定結果から、残差は

正規分布にしたがっていないことが分かる。

次にトービット・モデルの推計結果は次のよう

であった。

LKYOUIKUi＝ －８．０９
（－５．２７）

＋１．１２
（４．８７）

LNENSHUi

－０．００７
（－０．５８）

WEANENi＋２．３３
（６．７４）

UNIi

＋ ５．６０
（２７．７８）

HIGHi＋ ３．８５
（３０．５３）

JYUNIORi

＋ ３．１６
（１４．６６）

YOUJIi＋ e^ i

１２．３２）

σ^＝４．９６（５２．９２）

対数尤度＝－５６４７．２ N＝２４０４ positive sam-

ple １６６６（ ）内は漸近的ｔ値

トービット・モデルは誤差項が正規分布にした

がうという仮定に決定的に依存している。その検

定方法としてPaganとVellaはトリミング法を提

案している。

これは

�１ yi＊＝bxi＋eiのトービット・モデルを推計す

る。

�２ トービット・モデルの推計からindex関数

＾ ＾の予測値（bxi）と残差( e^ i＝yi＊－ bx^ i）を求

める。

＾�３ bxi＜０となるサンプルを除く
～�４ トリミングされた残差（ei）を

～ ＾ei＝ e^ i if yi＊－２＊bxi≦0

２７）RKYOUIKUがゼロになる場合、対数が取れないのでLKYOUIKUを下記のように定義した。
LKYOUIK Ui＝log（RKYOUIKUi） RKYOUIKUi＞１

＝０ RKYOUIKUi≦１
２８）この作業では

＾ ＾ ＾yi＊＞２＊bxiの時、yi＊の実現値の代わりに被説明変数の値として２＊ b^ xiを使うが、結果的に残差としてyi＊－bxiの代わりにbxiを
使うことになる。
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～ ＾ ＾ei＝ bxi if yi＊－２＊bxi＞０

に置き換える28)。
～�５ eiの正規性を確認するためにJarque―Bera

の検定を行う。

というものである。元の分布が正規分布にしたが

えば、除かれるサンプルは比較的少なく、�５の検

定も受容されることが期待される。

Eviewsではこれを以下のように行うことがで

きる。

equation eq３．censored lkyouiku c

lnenshu weanen uni high jyunior youji

eq３．fit（i）index

series res_t＝（lkyouiku＜＝２＊index）＊（lky-

ouiku―index）＋（lkyouiku＞２＊index）＊index

smpl if index＜０

series res_t＝na

smpl @all

hist（p）res_t

結果は図１２．３の通りである。除かれたサンプ

ルは比較的少ない（３９３）ものの、正規分布にし

たがうという帰無仮説は棄却されている（Jarque

―Bera検定＝６３２．９９ ｐ値＝０．０００）。

トービット・モデルの消費するか否かに影響す

る効果と消費支出に影響する効果が同一であると

いう仮定に問題があるのかもしれない。そこで

Craggの検定のために、教育費の支出の有無

（positive）に関するプロビット・モデルと切断

分布モデルの推計を行った。教育費の支出が正で

あればpositiveを１とし、教育費の支出がゼロで

あればpositiveを０とした。

equation eq５．binary positive c lnenshu

weanen uni high jyunior youji

smpl if positive＞０

equation eq６．censored（t）lkyouiku c lnen-

shu weanen uni high jyunior youji

POSITIVEi＝ －２．６６
（－５．８７）

＋０．２６
（３．８３）

LNENSHUi

－０．００４
（－１．００）

WEANENi＋０．４３
（４．５８）

UNIi

＋ １．３９
（１９．８１）

HIGHi＋ １．０３
（２４．２０）

JYUNIORi

＋ ０．７５
（１１．０６）

YOUJIi＋ e^ i

１２．３３）

対数尤度＝－９４６．５ N=２４０４ positive sample

１６６６（ ）内は漸近的ｔ値

LKYOUIKUi＝ ６．３９
（１５．７５）

＋０．４３
（７．１５）

LNENSHUi

図１２．３ PaganとVellaの検定
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＋０．００４
（１．１６）

WEANENi＋０．８７
（８．８９）

UNIi

＋ ０．７４
（１３．１１）

HIGHi＋０．１８
（４．７８）

JYUNIORi

＋０．３７
（６．６２）

YOUJIi＋ u^ i

σ^＝ １．１１
（５７．７２）

１２．３４）

対数尤度＝－２５４１．５ N＝１６６６（ ）内は漸

近的ｔ値

尤度比検定統計量は－２＊（－５６４７．２＋（９４６．５＋

２５４１．５））＝４３１８．４である。自由度７の５％でのχ

自乗統計量は１４．０６７であるから帰無仮説は明らか

に棄却される。

支出の有無にかかる影響と支出額（対数値）に

かかる影響が異なる。ここでは影響が異なること

に配慮してHeckmanの二段階推計法として知ら

れる簡便法を用いることにする。

これは以下による。

�１ pi＊＝bxi＋ei １２．３５）

のプロビット・モデルを推計する。

pi＊＝１ if bxi＋ei＞０ すなわちbxi＞－ei

pi＊＝０ if bxi＋ei≦０ である。

�２ wi＝czi＋ui １２．３６）

の回帰式を考える。このwiが観測されるのはpi＊

＝１のサンプルのみである。なおeiとuiが二変量

正規分布であるとする。

E（wi｜xi,pi＊＝１）＝czi＋E（ui｜ei＞－bxi）

＝czi＋σ
φ（bxi）
Φ（bxi）

１２．３７）

wi＝czi＋σ
φ（bxi）
Φ（bxi）

＋vi，E（vi）＝０ １２．３８）

φ（bxi）／Φ（bxi）をミルズの比率の逆数という。

これをプロビットモデルから推計する。また

１３．３８）式にこの第２項があるために１２．３６）式を

OLSで推計するとOLS推定量は不偏性と一致性を

持たない。pi＊＝１のサンプルに関して１２．３８）式

をOLSで推計する２９）。なおσ＝０であれば１２．３５）

式のeiと１２．３６）式のuiは相関しなく１２．３８）式のvi

はuiとなるので３０）、１２．３６）式をOLSで推定すると

OLS推定量は不偏性と一致性をもつ。

これをEviewsで行う場合は以下の通りである。

equation eq７．binary（d＝n）positive c

lnenshu weanen uni high jyunior youji

ミルズの比率の逆数

eq７．fit（i）xbhat

series imills＝＠dnorm（xbhat）／＠cnorm

（xbhat）

smpl if positive＝１

equation eq８．ls（h）lkyouiku c lnenshu

weanen uni high jyunior youji imills

結果は次の通りである。

LKYOUIKUi＝ ６．２２
（１０．６０）

＋０．４４
（６．６７）

LNENSHUi

＋０．００４
（０．９７）

WEANENi＋０．８８
（６．０３）

UNIi

＋０．７９
（６．７０）

HIGHi＋０．２１
（２．３７）

JYUNIORi

＋０．４０YOUJIi
（５．２２）

＋０．１１IMILLSi
（０．３８）

＋ v^ i

１２．３９）

AdjR２＝０．１６２（ ）内はWhiteの修正による

ｔ値 N＝１６６６

２９）Heckmanの二段階推計法では、回帰式の誤差項は分散均一にしたがわないことが知られているので、Whiteによる修正を行っ
た。しかしこの修正自体が十分かどうかということが論点の一つである。なぜならばφ（bxi）／Φ（bxi）の代わりにφ（bxi）／Φ
（bxi）を使うので、bの推定量を用いることによって誤差項は特殊な系列相関を持つようになるからである。この意味でHeck-
manの二段階推計法は計算が簡単であることから利用される簡便法である。

３０）１２．３８）式の右辺第二項が除去される。
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４ おわりに

三つの例をみて読者は煩瑣と感じられただろう

か。労働需要の調整関数の分析は年度データでは、

かなり無理があるとされた。為替レートの合理的

期待形成は、定式化によっては支持されないとさ

れた。教育費支出は初期のOLSからは全く別な形

で推計されることになった。こういう方法は迂遠

だと思われる人もいるだろう。

計量経済学は経済主体の行動を分析し、その意

味するところを数量で示すところに特徴がある。

純粋な知的関心のみで行われることもあるが、多

くは政府、地方自治体、企業、家計や個人という

経済主体の行動に数量的な指針を与えるために行

われる。定式化や仮説の検証を省けば、誤った指

針を与えることになる。医者が面倒だといって検

査を省略すれば、患者の容態は悪化する場合があ

る。建築家が構造力学の計算を過てば、建物は危

険建築物となる可能性がある。計量経済学におい

ても定式化、データの収集・加工、計量方法の選

択、仮説の検証をフィードバックしながら行うし

か方法はない。

同時に認識されるべきことは、計量分析の限界

である。第一に我々は数量化できるもののみを取

り上げている。数量化できないものは直接の視野

には入ってこない。それはせいぜい誤差項に含ま

れるだけである。第二には限定された世界を取り

上げているということである。モデルの前提、

データの前提、推計方法の前提に制約されている。

その前提の上に経済行動を理解しているのである。

この煩瑣さに耐えて限界を認識するならば、計

量経済学は実りある指針を提供することができる。

第１章で述べたように、計量経済学はその必要性

は認識されながら、わが国では余り普及していな

い。しかし最大の障害の一つであったプログラミ

ングは、Eviews等の計量コンピュータ･ソフトの

発達で大きく取り除かれた。データの入手もイン

ターネットやCDロム等により、かなり容易に

なった。立ち止まるべき理由はない。読者は、自

分の興味のある分野のテーマを取り上げて、実地

に試してほしい。それが計量経済学を身につける

唯一の方法だからである。
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